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施策意図

平成２２年度 施策評価表

施策名 街並みの形成
担当部 都市整備部

担当課 街づくり調整課

計画的な土地利用が進み、建築物等が地域と調和している。

現状と課題

　都市計画マスタープランに基づき、それぞれの地域が個性と特徴を持ちつつ、全体
として調和のとれた良好な街の形成を目指し、街づくりを進めているが、地区計画制
度や「区民参加による街づくり推進条例」を活用した街づくりを進めていく必要があ
る。また、策定後９年が経過し、区の街づくりをとりまく状況が大きく変化してきている
ことを踏まえ、街づくりの基本方針である都市計画マスタープランの改定を進める。

２２年度２０年度 ２１年度成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度
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う区民の割合
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評価・
分析

成
果

　成果指標１の満足度は、前年度比2.9％の上昇がみられた。区民参加による街づくり推進
条例の運用状況については、街づくり活動団体や協議会、開発事業などについての相談
件数は増加しているものの、街づくり計画の素案や提案の提出までには至っていない。マ
スタープランについては改定のための区民参加による地域別構想案のとりまとめを行い、
平成２３年度の改定に向けて作業がすすんでいる。

コ
ス
ト

　法定外公共物の利用状況等の把握と適正管理のための調査の開始やマスタープラン改
定のための勉強会等の開始に伴うコストが増加している。

成果向上
のための
取組方針

　｢ 飾区区民参加による街づくり推進条例」の区民への周知を図り、同制度を活用しても
らうため、ＰＲ用パンフレットの配布や区ホームページの活用を図るなど、あまりコストを増
やすことなく効果を上げる工夫をしていく。また、都市計画マスタープランの平成２３年度改
定に向け、区民意見を反映するために、学識委員・区民団体等の代表者が参加する策定
委員会を開催するとともに区民参加による地域別勉強会、より多くの区民の意見を聞くた
めのパブリックコメントや地域別説明会を実施する。
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生産緑地の指定

B

880

-40

事務事業名
成果指標

２０
実績

指標名（単位）

－

10,145 －10,764

生産緑地面積（ha）

土地利用の指導

街づくり調整課

２０実績  ２１実績

事務事業コスト（千円）

担当課

取組
内容

施策内
割合(%)増減額

２１
実績

建築審査会委員報酬
（建築審査会の運営）

16,560

-82

都市計画審議会委員
報酬

都市計画マスタープラン
に掲げる事業等の実現
件数（件）

－

審査会の開催件数
（件）

-120

進捗率（％）＝（調査済線
数）÷（全調査対象路線
数）×１００

地籍調査事業

許可件数（件）

屋外広告物許可等件
数前年度比率（％）

無

都市計画法５３条許
可

建築物の建替え率
（％）

－

審査会への付議案件
数（件）

屋外広告物許可事務

進捗率(％)＝※事業換算
累計面積÷葛飾区内の
市街化区域面積（30.25ｋ
㎡）

－

違反屋外広告物追放キャ
ンペーン参加人数(人）

－

都市計画マスタープ
ラン策定

法定外公共物調査委
託

無

街づくり活動団体や協
議会の登録件数（件）

街づくり計画の素案や
提案件数（件）

有

16.60
策定委員会委員出席
割合（％）

地域別勉強会参加者
数（人） 1,3

62,166
42.37

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

－

146,716

無

２２
目標

施策トータルコスト
（千円）

都市整備部担当部

無

施策名

無

無

無

街並みの形成

区民参加による街づ
くり推進条例運用

無

無

台帳作成路線数（路
線）



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

評価・
分析

成
果

　成果指標１「駅周辺等の整備計画進捗状況割合」の21年度実績は、前年度に比べて2.1
ポイント増となったが、目標値には0.2ポイント及ばなかった。主な理由は、新小岩駅南北
自由通路整備事業が予定より遅れたためである。
成果指標２「駅周辺が住み、働き、憩う、賑わいのある拠点になっていると思う区民の割
合」の21年度実績は、前年度に比べて3.5ポイント増となり、目標値では5.7ポイント上回っ
た。事業の効果が表れてきている。

コ
ス
ト

　「高砂駅周辺の踏切対策に伴う街づくり」では、国の事業化区間に選ばれるよう、鉄道立
体化と一体となった街づくり計画を作成するための体制を拡充し、成果向上を図った。
　「新小岩駅周辺開発整備事業」では、国庫補助金を活用し、コスト削減を図った。
　「立石駅周辺地区市街地再開発事業」では、事業協力者を導入することで委託料の低減
を図り、また、国庫補助金を活用し、効率的に事業を推進した。
　「金町六丁目地区市街地再開発事業」では、事業経費を縮減するため、低廉な資材を使
用し、また工期短縮が図れるような工法を選択するように再開発組合を指導した。なお、国
庫補助金については、補助対象項目を調査し、国及び東京都と協議した中で最大活用す
るとともに、都区財調による財源の確保に努めた。

成果向上
のための
取組方針

  新小岩駅南北自由通路の整備事業費は、国庫補助金を活用するとともに整備案の検証
を行い、適正化を図っていく。また、新小岩駅周辺のまちづくりは、計画案の早期策定を目
指し、権利者を中心とした勉強会等への支援を行っていく。
  金町六丁目駅前地区の再開発事業については、平成２２年３月の都市計画決定を踏ま
え、本組合設立に向け、権利変換モデルの提示を行うとともに、ヒアリングを実施し、事業
計画案を提示する中で、粘り強く、きめ細かな合意形成活動を展開していく。
  立石駅周辺地区では、個々の考えや意向を反映した施設計画案を基に、新たに権利変
換試算に基づく「仮個票」を提示して地権者の合意形成を図るとともに、各関係機関との協
議も行ないながら、再開発事業の都市計画決定に向けて取り組んでいく。
　高砂駅周辺地区では、地域提案型の「まちづくり基本構想」を具体化した「まちづくり方針
案」の実現に向け、地権者を中心とした勉強会等への支援を行っていくとともに、東京都や
京成電鉄など関係機関と調整を行いながら都市計画マスタープランなどの行政計画へ位
置づけていく。
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駅周辺が住み、働
き、憩う、賑わいの
ある拠点になってい
ると思う区民の割
合

％
政策・施策マーケ
ティング調査

27.10

2.80

1
駅周辺等の整備計
画進捗状況割合

％
当該年度事業完
了割合÷当該年
度計画

10.30 20.60

8.00

１９年度

施策意図 駅周辺等が、住み、働き、憩う、賑いのある拠点になっている

現状と課題

　バブル経済の崩壊以降、地価の横ばい状況や先行き不透明な景気動向など、相変
わらず事業推進上厳しい状況が続いている。また、土地の資産が共有になることで
価値が下がるとの思い込みや新たな管理費の発生など、従前の生活形態が変化す
ることに不安感がある。このことが権利者等の事業に対する不安要因ともなってお
り、合意形成を困難にしている。

２２年度２０年度 ２１年度成果指標

平成２２年度 施策評価表

施策名 駅周辺等拠点の形成
担当部 都市整備部

担当課 街づくり推進課

指標根拠 １８年度
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施策名

無

無

無

駅周辺等拠点の形成

無

担当課

20,405 27,680

指標名（単位）

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

3

805,774

無

２２
目標

施策トータルコスト
（千円）

都市整備部担当部

増減額

駅周辺が、住み、働き、憩
う、賑わいのある拠点になっ
ていると思う区民の割合（奥
戸・新小岩）（％）

２１
実績

新小岩駅北口道路整
備事業

駅周辺が、住み、働き、憩
う、賑わいのある拠点になっ
ていると思う区民の割合（奥
戸・新小岩）（％）

－

２０
実績

商業・住宅床面積
（㎡）

高砂駅周辺の踏切対
策に伴う街づくり（調査
委託）

要請活動累計数（回）

地元勉強会累計開催
数（回）

立石駅周辺地区市街
地再開発事業

街づくり推進課

２０実績  ２１実績

事務事業コスト（千円）
取組
内容

－

34,227

-3,365

4.25

A

事務事業名
成果指標

駅周辺が、住み、働き、憩
う、賑わいのある拠点になっ
ていると思う区民の割合（立
石・四つ木地区）（％）

金町駅南口地区市街
地再開発事業

新小岩駅周辺開発整
備事業

ＪＲ新小岩駅乗降客数
（人）

商業・住宅床面積（㎡）

駅周辺が、住み、働き、憩
う、賑わいのある拠点になっ
ていると思う区民の割合（金
町・新宿地区）（％）

3,629,932 668,710

37,592

施策内
割合(%)
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9.33

82.99

-2,961,222 A

83,903 75,157 2,3

1

7,275 A

33,725 0 －

0.00

B

3.44

-33,725



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

評価・
分析

成
果

・新宿六丁目地区については、大規模な工場跡地の土地利用転換に合わせて、地域の活
性化に資する生活拠点の形成を目指しており、都市再生機構による道路築造等の基盤整
備が進められ、道路整備延長約1800メートルのすべてが完成し、地区内の道路整備が終
了した。
・青戸六・七丁目地区については、病院の建替えに合わせて、周辺道路の拡幅及び都市
計画公園の整備を進めるべく、関係部署及び地権者の方々と協議を行った。その結果、拡
幅予定道路の道路区域変更の手続きが完了するとともに、青戸六丁目公園の東京都事業
認可（平成21年8月12日）を取得することができた。

コ
ス
ト

　コストの減少は、都市計画及び地区計画の変更の手続きが進んだことによる事業費の減
による。

成果向上
のための
取組方針

・新宿六丁目地区については、独立行政法人都市再生機構が所有している用地の公募に
対して協力及び調整をおこなっていくとともに、地区計画の方針に基づき適切に指導してい
く。
・青戸六・七丁目地区については、慈恵大学青戸病院の開院（平成24年1月予定）にあわ
せ道路等の基盤整備に向けた取り組みとして、平成22年度は用地買収のための補償算定
委託費と道路の設計費、それ以降においては道路用地費や築造費等の経費を計上してい
く。
・各事業の進捗により事業コストが高く推移していくため、国や都の補助金等を可能な限り
活用し、事業の進捗にあわせて人員を適正に配分していく。
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大規模工場跡地等
を活用して魅力あ
る街づくりが進めら
れていると思う区民
の割合

％
政策・施策マーケ
ティング調査

－

－

1
大規模工場跡地
等の整備計画進
捗状況割合

％

道路実績延長
(ｍ）÷道路整備
総延長（ｍ）×１０
０

－ 33.00

25.40

現状と課題

　新宿六丁目地区については、道路築造等の基盤整備工事が進められ、地区内の
道路のすべてが完成した。また、大学誘致にあわせて「地区計画の変更」も行った。
今後は民間事業者の開発を地区計画の目標・方針に基づき適切に指導・誘導してい
く必要がある。
　また、青戸六・七丁目地区については、慈恵医大青戸病院の建替えが平成22年2
月から建築工事に着手し、平成24年1月頃の開院を目指し進められている。今後は、
地区計画の目的・方針に基づき地区の開発及び病院の建替えを適切に指導・誘導し
ていくとともに、基盤整備に向けた道路等の用地買収等の取り組みを継続し、地権者
の協力を得ながら早期実現を図る必要がある。

２２年度２０年度 ２１年度成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度

施策意図

平成２２年度 施策評価表

施策名 大規模工場跡地等を活用した街づくり
担当部 都市整備部

担当課 街づくり推進課

　街づくりに様々な影響を与える大規模工場跡地等の開発については、地区計画制
度や用途地域改正などにより、地区の特性を活かした街づくりを推進する。





800 1,000 0

53.00 34.60 37.70

0 0 0

43.60 39.20 44.90

施策内
割合(%)

48.79

-1,407 A

-28,606

51.21

A

26,215 24,808

54,648

事務事業名
成果指標

青戸六・七丁目地区
街づくり（補償算定等
委託）

新宿六丁目地区街づ
くり（調査委託）

道路整備延長(総延長
約1800ｍ）（ｍ）

街づくり推進課

２０実績  ２１実績

事務事業コスト（千円）
取組
内容

－

26,042

２１
実績

２０
実績

道路整備延長(総延長
約1350メートル）(ｍ）

大規模工場跡地等を活用し
て魅力ある街づくりが進めら
れていると思う区民の割合
（亀有・青戸）（％）

増減額

大規模工場跡地等を活用し
て魅力ある街づくりが進めら
れていると思う区民の割合
（金町・新宿）（％）

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

－

50,850

無

２２
目標

施策トータルコスト
（千円）

都市整備部担当部

施策名 大規模工場跡地等を活用した街づくり

無

担当課

指標名（単位）



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

評価・
分析

成
果

　成果指標１「地区計画等の整備計画進捗状況割合」は、南水元地区で平成21年度から地区施設と宅地の整
備工事が本格化し、小菅一丁目地区では、平成22年度に地区施設の整備が一部完了するため、指標は徐々
に上がる。堀切地区・金町駅北口周辺地区・土地区画整理事業を施行すべき区域の見直し業務についても、今
後、地区計画が策定され、地区施設の整備が進めば、成果指標１は上昇する。
　成果指標２「地域個性が活かされた街づくりとなっていると感じる区民の割合」については、20年度は若干下
がったものの、今後、５地区の全てに地区計画が定められ地区施設の整備が進めば、地区計画を活用したまち
づくりの効果として成果指標２の数値は上昇する。

コ
ス
ト

小菅一丁目については、前年度と同様の人件費となった。
南水元区画整理は工事請負費は増えたが補償費は減でトータルコストが減
土地区画整理事業をすべき区域の見直し業務は事業費の減
堀切地区は人件費と事業費の増
金町駅北口周辺地区は事業費の減

成果向上
のための
取組方針

　小菅一丁目地区は、平成22年度に地区施設である区道の拡幅工事が完了し、その費用負担が必要になる。
また将来、東京拘置所の建て替えが完了し、地区計画で定められているまちづくり用地地区の開発が開始され
ると、整備費などの負担が発生する可能性がある。
　南水元地区では、平成21年度から地区施設の整備や宅地造成などの工事が本格化し、事業コストが高水準
で推移していくため、国や都の補助金を可能な限り活用し、同時に人員の適正な配分を行っていく。
　堀切地区は、京成本線荒川橋梁の架け替え事業が着手される平成26年度を目途に、事業が開始できるよう
地区計画の作成と具体的な事業計画を作成し、河川事業とのコストアロケーションや国や都の補助金制度の活
用などを考慮しつつ、事業コストの縮減を検討する。
　金町駅北口周辺地区は、大学の第一期開学（４千人規模）予定の平成24年度までを短期的、また、それ以
降、大学の全体的開学（６千人規模）時期なども視野に入れ、中・長期的に、それぞれに必要な地区計画の策
定や事業実施に必要な財源確保の検討などを行い、住民と協働してまちづくりを進める。
　土地区画整理を施行すべき区域の見直し業務は、区内のすべき区域を概ね16地区に分けて検討する予定
で、まず、平成22年度を目途に、現在進めている地区の都市計画決定を予定している。その他の地域について
も、順次　調査・検討を行い、事業の進捗にあわせて人員の適正配置を行っていく。

－ －

－ － － －

－ －

22.10

3 － － －
－

0.46 17.40

32.00 34.00

24.50 26.50 25.80 31.42

21.70

0.46 13.93 46.22

2

地域個性が活かさ
れた街づくりとなっ
ていると感じる区民
の割合

％

政策・施策マーケ
ティング調査（22年5
月クロス集計表28．2
＋36.1＋33.8＋
27.6/4）

21.30

0.46
1

地区計画等の整備
計画進捗状況割合

％

統計（地区施設
の整備率+公共
用地率+宅地整
備率）

0.46 0.46

0.46

現状と課題

  小菅一丁目地区は、東京拘置所の建替え計画を一つの契機として、平成17年度に住民の主体的な取
組みにより地区計画を策定し、この地区計画の目標達成に向け地域と協働して街づくりを進めている。今
後は用途廃止が予定されている拘置所官舎跡地の利活用について地元要望を取り入れるよう国に対し
働き掛けていく。
　南水元地区は、これまで脆弱であった地区施設の拡充や宅地の利用増進を図るため、平成16年2月に
土地区画整理事業を開始した。事業による地区施設の整備にあわせて土地の有効利用を適切に誘導し
ていくため、平成20年度に策定した地区計画を活用し、街づくりを進めている。
　金町駅北口周辺地区は、広域生活拠点である金町駅周辺地域の中にあって、道路や駅前広場はある
程度の規模で整備されているものの、今後の大学開設や大規模住宅開発などにより増加する交通量に
対応するには必ずしも十分とは言えず、駅北口周辺の交通結節点機能の改善が大きな課題である。ま
た、社会状況の変化や広域的な交通環境の変化により低下しつつある商業の活性化をはかり、まちの
賑わいを取り戻すことも課題となっている。
　堀切地区には、細街路が多く、木造住宅が密集し防災性が脆弱な地域がある。また、駅を中心とした商
店街も一時の活力を失いつつある。そこで、京成本線荒川橋梁架替事業を契機として、地域の防災性の
向上や駅を中心とした商業活動の活性化、賑わいの再生が課題となっている。
　土地区画整理事業を施行すべき区域は、都市計画決定からすでに40年以上経過し、事業化に至らぬ
まま市街化が進み、宅地の細分化などによって土地区画整理事業の実施が難しくなっており、特に、土
地改良事業等により基盤が整備されている地区では、計画自体の見直しが課題となっている。

２２年度２０年度 ２１年度成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度

施策意図

平成２２年度 施策評価表

施策名 地区計画等を活用した街づくり
担当部 都市整備部

担当課 街づくり推進課

地域特性や地域の実情が活かされた街づくりが進められている。





25.80 18.10 33.00

1.00 2.00 57.00

7.80 12.00 14.00

- 31.50 36.00

0.00 0.00 5.00

－ － －

25.80 18.10 33.00

17.80 14.10 20.00

26.50 33.80 34.10

27.30 26.20 30.00

施策名

無

無

無

地区計画等を活用した街づくり

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

－

無

無

地区施設の整備率
（％）

3.08

A

-202,982

B

-8,195

37,034

成果指標

－

金町駅北口周辺地
区街づくり（調査委
託）

駅周辺が賑わいのある地域
になっていると感じる区民の
割合（金町・新宿地区）（％）

道路の交通がスムースに流
れていると感じる区民の割
合（金町・新宿地区）（％）

取組
内容

3,520

堀切地区街づくり調
査委託

-160

0.38

施策トータルコスト
（千円）

都市整備部担当部

街づくり推進課担当課936,139

事務事業コスト（千円）

3,680

施策内
割合(%)

地域個性が活かされた街づ
くりとなっていると感じる区民
の割合（南綾瀬・お花茶屋・
堀切地区）（％）

２０
実績 増減額

 ２１実績２１
実績

２２
目標

２０実績

災害に強く、安心して生活で
きる街になっていると感じる
区民の割合（南綾瀬・お花
茶屋・堀切地区）（％）

9,080

1,084,374

B

「すべき区域」の指定
解除面積割合（％）

881,392 1

94.15

28,839 －土地区画整理事業を
施行すべき区域の見
直し（業務等委託）

指標名（単位）

小菅一丁目地区の
街づくり

地域個性が活かされた街づ
くりとなっていると感じる区民
の割合（南綾瀬・お花茶屋・
堀切地区）（％）

南水元土地区画整
理事業

公共用地率（％）（道路
と公園の面積／地区
総面積×１００）

宅地整備率（％）（整備
した宅地面積／計画
宅地面積×１００）

事務事業名

111,935

1.12

B

－

1.27

-17

2,855 B

10,470 10,453



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

施策意図

平成２２年度 施策評価表

施策名 住　　　宅
担当部 都市整備部

担当課 住環境整備課

　生活設計に合った質の高い住宅に安心して住んでいる。

現状と課題

  本区の住宅総数は、約２０万５千戸（平成２０年：住宅土地統計調査）で、５年前の
調査時に比べ、1千5百戸ほど減少したが、昨年度の新設着工住戸数は５，１０７戸
で、前年度比で28.9％増加している。
  高齢者、低所得者、障害者など、真に住宅に困窮する世帯に対しては、安全かつ安
心して居住できる住居や居住環境のさらなる整備が求められている。
　厚生年金受給者などの中堅所得層が適切な負担で入居できる高齢者向け優良賃
貸住宅については、住宅基本計画に基づき建設を進めているが、近年、入居者が集
まりにくい状況が見受けられる。

２２年度２０年度 ２１年度成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度

1

最低居住水準未
満世帯割合　(住
生活基本計画に定め
る最低居住面積水準
によるもの）

％
国土交通省住
宅・土地統計調
査（平成２０年）

－ －

6.40

5,000 5,0004,947 5,000

6.90

－ －

－ 12.90

2
新設住宅着工指
数

戸
 飾区統計書(工
事別利用関係着
工建築物数） 5,107

－

6.00

3,670 5,293 3,960

4,894

成果向上
のための
取組方針

　今後の区の住宅政策のあり方を整理し、平成22年度に平成23年度から十年間を計画期
間とする新たな住宅基本計画を策定する。
　高優賃については、近年は、事業の応募者が極めて少ないこと、開設後の入居が容易
に進まないこと、区外からの入居者が増えていることなどから、今後の新設については慎
重に検討していく。
　区営住宅については、安全・安心やユニバーサルデザインの観点から、浴室扉の改修や
エレベータ未整備住宅への建設準備を進める。
　都営住宅の移管については、平成１２年の都区合意に基づきながら、移管対象物件の立
地や規模、移管後の区の負担、区民や街づくりへのメリットなどを総合的に検討しながら進
める。

－ － －

－ － －

評価・
分析

成
果

　２１年度は、高齢者向け優良賃貸住宅（以下「高優賃」という。）２棟３７戸を開設したほ
か、２２年度の高優賃整備に係る事業者の選定や住宅の供給計画を策定した。
　また、区営住宅の外壁や手すりの改修や、高齢者借上げ住宅コージュの空き家修繕等
の事務事業を実施した。

コ
ス
ト

　高齢者向けの住宅施策としては、民間活用により次の2事業を実施するほか、区民住宅事業
を実施している
①　住宅借上げ（高齢者住宅借上げ事務）がコージュ(16棟）を中心に174戸、②　高優賃供給
事業が９棟２１７戸で、今年度、高優賃の供給戸数がコージュを大きく上回った。
　両者のコストは、一棟全体を借上げる住宅借上げ（高齢者住宅借上げ事務）が施策全体の
43.42％、住宅の建設費や家賃の一部を助成する高優賃供給事業が26.15％で、この２事業で
69.57％を占めている。また、直営の高齢者住宅である区民住宅管理を加えた高齢者向け住宅
施策全体の割合は、71.38％となっている。
　低所得者対策としての区営住宅の管理コストは、施策全体の25.65％で、全事務事業の中で
３番目に高い。また、区営住宅や都営住宅の地元割当募集などの人気は高いが、都営住宅の
移管を進めた場合には、その後の維持管理コスト等の増につながることになる。

3 － － －
－ －





16 17 17

－ － －

190 184 193

－ － －

180 217 240

163 177 240

66 34 40

18 11 20

6,206 6,359 6,000

1,393 1,327 3,500

731 736 772

－ － －

0 0 0

－ － －

2,104 2,758 3,000

－ － －

12 3 6

－ － －

411

B

880 －920

0.82

4,651 －

8,771 8,325

-40

4,240

1

69,878 A

A

1

1.47

B

0.33

-446

78,358

1,2

26.15

43.42

141,622

25.65

1,3

-238 A

1,2

3,781

B

取組
内容

10,264

-9,933

1.81

増減額

 ２１実績

事務事業コスト（千円）

担当課566,952

指標名（単位）
２０

実績
２０実績

施策名

－

事務事業名
成果指標

２１
実績

２２
目標

個別相談をしたマンション
管理組合数（組合）

区民住宅管理

入居者数（人）

高齢者向け優良賃貸
住宅住戸数(累計）
（戸）

－

住宅借上（高齢者借
上住宅事務）

高齢者借上全入居者
数（人）

住宅修築資金融資事
業

20,197

-4,232

高齢者向け優良賃貸住
宅入居戸数(年度末現
在）（戸）

1,896

都営住宅関連

都営住宅・都民住宅応
募数（年間合計数）
（件）

住宅相談・情報提供

高齢者向け優良賃貸
住宅供給事業

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

－

施策内
割合(%)

無

施策トータルコスト
（千円）

2,134

担当部

住環境整備課

民間住宅斡旋事務

分譲マンションセミナー
参加者数（人）

無

－

無

証明件数（件）

都営住宅（地元割当）
への応募数（件）

住宅用家屋証明事務

契約成立件数（件）

助成を受けて修繕又は
増築した住宅戸数（戸）

区営住宅管理

－

1,326

145,403

－

入居者数（人）

－

-204

無

無

無

住宅

246,175250,407

B

148,236

無

都市整備部

0.16

－

B

0.20

1,122

B

無

無



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

評価・
分析

成
果

　細街路拡幅整備事業については、21年度は2.1ｋｍを整備し、整備延長は62.4ｋｍとなっ
ている。（成果指標１）
　また、「住環境が良好と思う」との区民評価は43.8％で、昨年度から2ポイントダウンしたも
のの21年度目標値は上回っている。（成果指標３）

コ
ス
ト

　細街路整備事業のコストは、20年度と比較すると3.5％増加しているが、拡幅整備距離
（成果指標２）は18.5％減少している。事業量が減少し、コストが増加した主な原因は、工事
費単価が17％程度増加したことによる。
　細街路拡幅整備事業のコスト縮減のため、Ｌ型側溝や雨水・汚水マスなど、現在使われ
ている材料の再利用を引続き進める。

成果向上
のための
取組方針

　細街路整備事業については、引続き効率的な事業の実施に努める。建物の建築時の拡
幅整備とは別に、当面建築計画のない権利者に対しても、現場巡回や窓口で相談の機会
を通じて、任意に拡幅整備をする協力が得られるようにする。また、21年度に引続き都市
防災総合推進事業国庫補助金の活用により財源確保を図る。
　平成21年5月から、建築基準法の道路情報について、タッチパネルの操作により、種別や
開発許可の情報を収集・確認のできる地理情報システムを公開している。平成20・21年度
の2ヵ年で指定道路図・指定道路調書を作成し、この情報を閲覧できるよう地図情報システ
ムを今年度改修する。

42.60 42.90 43.20

40.10 49.00 45.90 43.80

3

個別拡幅整備事業
（単年度）

％
政策・施策マーケ
ティング調査

41.80 41.90

2,730 2,810 2,870 2,670

2,893 2,599 2,600 2,120

65.09

2 ｍ －

2,660

54.60 57.70 60.30 62.40

58.00 61.00 64.00 63.20

1

道路拡幅整備距離
（累計）平成19年度
まで路線方式を含
む

ｋｍ －

現状と課題

　区内の約4割に当たる面積が、区画整理や耕地整理などの基盤整備が実施されて
いない地域となっている。こうした基盤未整備地域は、狭い道路やオープンスペース
の不足、狭小宅地、接道不良宅地など、住環境の改善や防災性の向上が求められ
ている。
また、農地、工場跡地等の宅地化による良好な集合住宅の確保及び円滑な近隣関
係の維持に努め、宅地の狭小化や無秩序なミニ開発を防止し、良好な市街地の形成
のための適切な指導を行っている。

２２年度２０年度 ２１年度成果指標 指標根拠 １８年度 １９年度

施策意図

住環境が良好だと
思う区民の割合

平成２２年度 施策評価表

施策名 住環境
担当部 都市整備部

担当課 住環境整備課

地域が良好な住環境になっている。





51,664.30 53,784.19 57,204.00

－ － －

80 59 80

27 14 20

36 28 60

－ － －

77,081.46 20,824.68 30,000.00

－ － －

81,749.61 42,146.00 40,000.00

－ － －

10 8 10

0 0 2

486.60 275.00 250.00

－ － －

7 4 5

－ － －

33.30 21.60 30.00

2 1 1

100.00 100.00 100.00

－ － － B

4,041

-4,815 B

1,840 2,640 －
0.58

800

-830 B

3,211

B

14.90

－

2.24

-1,871

15,106

2.00

-160 B

11,040 10,560 －
2.30

－

-580

3,680

２２
目標

－

集合住宅建設指導

-360

指標名（単位）
２０

実績
２１

実績

165,024

5,718

建築紛争調停委員
会委員報酬
（建築に関する指導・
調整）

紛争調整回数（回）

紛争処理件数（件）

個別拡幅整備事業

道路拡幅整備距離（累
計）（ｍ）

無

2,3

無

B

B

B

－

B

－

B

取組
内容

施策内
割合(%)

35.97

事務事業コスト（千円）

159,306

無

増減額

 ２１実績

2.30

1.73

処理件数（件）＝事前
協議申請件数＋確認
済証交付件数

-480

11,040 10,560

8,280 7,920

特定都市施設設置工
事計画届出件数（件）

開発行為許可事務

開発許可面積（㎡）

－

適合証交付件数（件）

宅地開発事前協議

宅地開発面積（㎡）

建築に関する動態統
計

建築基準法に基づく
道路管理
（指定道路図・指定
道路調書作成委託）

私道排水設備設置
費助成

私道整備費助成

－

助成件数（件）

10,291整備件数（件）

－

－

施工延長（ｍ）

-480

無

施策名

無

無

無

東京都福祉のまちづ
くり条例、指導、助言

無

調査率（％）　建築着
工統計調査件数／建
築工事届件数

－

0.70

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

職員が
直接関
与する
根拠法

令

効率性
の分析

2,3

事務事業名
成果指標

都市整備部担当部

住環境整備課担当課
住環境

70,240位置指定道路延長(m) 68,369

－

458,758

２０実績

9,740 9,160

施策トータルコスト
（千円）

無

3,520

無

－

－

0.77



84.10 78.80 95.00

78.20 79.30 80.00

786 1,018 1,000

－ － －

100.00 100.00 100.00

－ － －

100.00 100.00 100.00

－ － －

4 2 5

－ － －

0 5 30

－ － －

78.17 73.51 100.00

－ － －

0 0 0

－ － －

2 3 3

0 0 0

指標名（単位）
２０

実績
施策内
割合(%)

効率性
の分析増減額

２１
実績

２２
目標

458,758 担当課 住環境整備課

職員が
直接関
与する
根拠法

令

事務事業コスト（千円）
取組
内容

無0.93

－

B

平成２２年度 施策別事務事業一覧表

施策名 住環境

施策トータルコスト
（千円）

担当部 都市整備部

24.72

2,3

無

-898

114,307 113,409

A

-340

－

 ２１実績

建築確認システム運
用（建築確認事務）

中間検査合格証交付率
（％）（中間検査合格証交
付件数/中間検査対象建
築物数）

完了検査済証交付率
（％）（完了検査済証交
付件数/確認件数）

事務事業名
成果指標

２０実績

4,260

建築関係諸証明事務

A

建築確認記載事項証
明書発行件数（件）

4,600

－

住居表示整備事業

9,702 9,228

880
調査実施率（％）
調査地区数／調査対
象地区数

2,640

-474

460

住居番号付定率（％）
住居番号付定件数／
新築・改築等の建物数

－

無

0.19

3
無

B

2.01

2,3

26,855

建築物実態調査

通路協定関連事務

協定締結数（件）

420

－

無

-120 A

無

2,760

0.58

2,3

5.85

2,3

-3,971

1,430

特殊建築物等定期報
告事務

4,709

A

違反建築物指導・是
正事務

是正棟数（棟）（過年度
の違反建築を含む。）

30,826

－

A

無

0.29

A

水洗便所設置費助成

－

1.16

593

－

定期報告率（％）（報告
件数／対象件数）

0.79

2,3

アスベスト対策工事費
助成件数（件）

助成件数（件）

3,609

5,302

－

B

1,320

1,2

-110

無

無

1,691

民間建築物アスベス
ト対策工事費等助成

1,918
アスベスト調査助成件
数（件）


